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〔AICPA，1985，p－43．1986，p．34〕
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表2　　負債比率（1985年）
i金融子会杜を連結に
1含めたと想定し場合
　　　　　　　1，33
　　　　　　　9．69
　　　　　　　ユ．03
　　　　　　　2，76
　　　　　　　1，89
　　　　　　　3．06
　　　　　　　　70
　　　　　　　1，63
　　　　　　5，30
　　　　　　2，10
　　　　　　2．32
　　　　　　　　72
　　　　　　ユ．20
　　　　　　2，51
　　　　　　1，47
　　　　　　1．09
　　　　　　　，53
　　　　　　1，61
　　　　　　3，89
　　　　　　2，23
　　　　　　4，69
　　　　　　3，05
　　　　　　2，58
　　　　　　3，40
　　　　　　1，16
　　　　　　1，00
　　　　　　1，82
　　　　　　1，64
　　　　　　1，34
　　　　　　4，20
　　　　　　1，86
　　　　　　1，46
　　　　　　2，16
　　　　　　2，55
　　　　　　1．65
金融子会杜を連結か
ら除外した場合
　　　　　　1，17
　　　　　7，98
　　　　　　1，01
　　　　　2，68
　　　　　　1．82
　　　　　　　70
　　　　　　，69
　　　　　1，59
　　　　　1，99
　　　　　2，02
　　　　　2，24
　　　　　　．63
　　　　　　　91
　　　　　1．42
　　　　　　，96
　　　　　1．02
　　　　　　　53
　　　　　1，39
　　　　　1，57
　　　　　1，92
　　　　　1，20
　　　　　2，33
　　　　　　，90
　　　　　1．16
　　　　　　．98
　　　　　　，96
　　　　　1，17
　　　　　1，09
　　　　　1，15
　　　　　3，95
　　　　　1．77
　　　　　　，78
　　　　　1，96
　　　　　2．53
　　　　　　．48
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1籔灘驚書離麟結か
Po並ec
RCA
Rockwel1
Service　Corp．
Shen
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Sperry
Sun　Co．
Tennec0
Texac0
Textron
Union　Carbide
Union　Oil
United　Tech
USS
Westi㎎house
Whirlpool
Wimebago
Xerox
1，54
1，74
1．53
．82
，94
1，58
1．O0
1，45
2，60
1，74
5，33
1，68
5，70
1，62
2，05
3．38
，85
1，24
2．49
1，05
1，63
1，49
．56
，88
1．47
，92
1，44
2，10
1，77
1，65
1，63
5，62
1，41
1，92
1．99
．46
，48
1．03
〔Rue　a皿d　Tosh，1987，p－46〕
ratiOS）はかなり悪化する。金融子会杜を連結範囲から除外することを認めて
いる規定が，巨額の負債を隠すオフ・バラソスシート・ファイナソシングの温
床となっているという批判から，公開草案が公表されたのである。
V　む　　す　　び
　複雑かつ多様化した企業集団の状況を連結財務諸表に反映させるためには，
まずもって連結範囲を適切に画定しなげれぱならたい。本稿では，連結範囲を
画定する過程を支配力の存在及びその行使を判定する過程としてとらえ，諸基
準を考察してきた。
　多様な支配方法がみられる今日，連結範囲の大枠を画定するには・持株基準
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　749
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だげでは十分でなく，支配力基準を併用して支配の成立を判定していく必要が
あろう。しかし，支配方法をすべて列挙し，それぞれの判定基準を組みことは
不可能である。また，支配方法の中には，支配の成立の判定が困難なものもあ
る。比較的判定の容易なものから適用L，連結の強制を定着させていくという
現実的な対応が要求されよう。EC第7号指令は，その先鞭をつけたものとし
て，国内化の遇程が注目されるところである。
　支配の効力の有無の判定に照らして連結範囲からの除外規定をみると，異業
種子会杜，支配の効力の及ぶ在外子会杜のように，除外すべきでないものの除
外を認めている場合が多い。除外することが適当かどうかは，連結財務諸表上
の数値が，企業集団の経済的実態に即した情報を提供しているかを綿密に検討
したうえで判断したけれぱならないが，単一組織体としての結びつきは，支配
の効力が及ぶ隈りは，多角化，国際化したとしても強固であることを強調して
おきたい。
　なお，本稿においては，持分法や比例連結（prOportiOnal　cOnsOlidatiOn）の
適用範囲については考察していないが，これらの考察も含め，企業集団の全容
を明らかにしていくことも必要と思われる。
注（1）アメリカ違結会計の歴史的考察については，〔會田，1978，pp・48－54〕において
　　詳細になされているo
　（2）新法は1986年1月1目に施行されたが，個別財務諸表規定については1987年1月
　　1目以後に始まる営業年度から，連結財務諸表規定については1990年1月1日以後
　　に始まる営業年度からそれぞれ初めて適用すればよいことになっている〔黒田，
　　1987，　p．iii〕o
　（3）EC第7号指令は，加盟国の国内化期隈を1988年1月1日前までと規定しており，
　　また，1990年1月1目または1990年中に始まる事業年度から適用を開始すると規定
　　できるとしている〔第49条第1項及び第2項〕。
　　　なお，フラソスは，1985年1月3日の法律，1986年2月17日の施行令及び1986年
　　12月9目のプラソ・コソタブル補完・修正省令によって期限前に国内化を完了して
　　いる〔黒田，1987，p，21〕。
　　　このうち，1985年1月3目の法律及び1986年2月17日の施行令については，次の
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　　ものに蚊録されている。
　　　Bai1ly，J．M．，P－Coste，P－Simons，工αCo伽o肋ακo〃伽s　Co吻が2s（Pads：
　　　ユes6ditjons　d’organisatio皿ユ986）pp。ユ74＿181．
　〈4）連結範囲を論ずる場合，株式会杜だけを念頭においたのでは狭いという考えから，
　　親企業，子企業という語を用いている。たとえば〔中島，1984（a），P．20〕参照。
　く5）EC第4号指令は，資本的参加関係を次のように揚定している。
　　　「資本的参加関係とは，証券により表章されていると否とを問わず，他の企業の
　　資本における持分であって，その他企業との聞に持続的結合関係を創設することに
　　より，当該会杜の活動に寄与せしめることを目的とするものをいう。他の会杜の資
　　本を一部保有する場合において．加盟国が20％以内を基準として定める比率を超え
　　るときは，資本的参加関係にあるものと推定する〔第17条〕。」
　（6）支配が一時的である子会杜は，支配の効力が持続しないという点から、また，期
　　間比較性を確傑するという点から除外される。
　（7）FASBの公開草案によれぽ，相対的に大きい少数株主持分をもつ子会杜を連結範
　　囲から除外する例は，実務上，ほとんどみられないという〔第9項〕。
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